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付議・報告部課      

令和２年１０月２２日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

令和2年10月22日（木）午前9時30分～ 本庁舎4階大委員会室 

２ 出席者 

市民活動支援課 松岡課長、高橋主事補 

３ 件名 

白井第二小学校の地域拠点としての在り方及び公民センターの拠点機能としての今後の

在り方検討に関する報告書に対しての市民意見の結果について 

４ 会議結果 

□ 案のとおり決定する。 

□ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

■ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

・今後は公共施設マネジメント課と意見の反映について協議を行うこと。 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 
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の調整結果
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関係法令等
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事業費
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令和 2 10 22

報告書（行政経営戦略会議）

部課名 市民環境経済部　市民活動支援課

白井第二小学校の地域拠点としての在り方及び公民センターの拠点機能としての
今後の在り方検討に関する報告書に対しての市民意見の結果について
　平成30年度の市長指示事項の一つに、平成30年度中に公共施設の在り方の検
討として、「白井第二小学校について、地域の拠点としての在り方を検討し、今後の
方向性を提示すること、また、検討にあたっては、公民センターの拠点機能につい
ても整理すること」が示された。
　この市長指示を受けて、平成30年7月に庁内検討委員会を設置し、両施設が置
かれた現状や課題、特に同地区の地理的な状況や地域資源を踏まえた上で、地
域住民が集まりやすい場所であるかどうかに配慮し、今後の望ましいあり方につい
て検討を重ね「白井第二小学校の地域拠点としての在り方及び公民センターの拠
点機能としての今後の在り方検討に関する報告書」をとりまとめ、令和元年７月17日
の行政経営戦略会議にて検討結果を報告したところである。
　本検討結果については、公共施設マネジメント課が開催する「第二小学校区の公
共施設に関する意見交換会」の際に説明し、市民から意見をいただき、その結果を
行政経営戦略会議に報告することとされた。
　このたび令和２年８月に開催された「公共施設の最適配置等に関する意見交換
会（第二小学校区）」（主催：公共施設マネジメント課）にて市民活動支援課より説明
を行い、意見をいただいたので、その結果を報告する。
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１．検討の背景 

平成３０年度の市長の指示事項の１つに、第二小学校の地域拠点のあり方を、公民センターも含

めて検討するよう指示があり、庁内検討委員会を設置し検討を行った。 

庁内検討委員会（9 課 9 名）平成 30 年 8 月～平成 31 年 3 月 会議回数：5 回 
課名 担当 

管財契約課 施設管理 

行政経営改革課 公共施設等総合管理計画 

市民活動支援課 公民センター所管課 

産業振興課 白井工業団地協議会 

社会福祉課 地区社会福祉協議会 

保育課 学童保育 

教育総務課 第二小学校（施設） 

学校政策課 第二小学校（教育活動） 

生涯学習課 放課後子ども教室 

      事務局 市民活動支援課 

 

２．検討結果 

第二小学校、公民センターの現状と課題を整理し、方向性をとりまとめた。 

（１）第二小学校を地域拠点とすることは現時点では見通しが困難。 

 

 

（２）公民センターのコスト削減と有効活用を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・上記の検討結果はあくまでも庁内検討会で検討した一つの選択肢であり、「公共施設の最適配

置等検討方針」との調整が必要のほか、今後具体的に検討を進めていく際には、市民参加条例

に沿った手続きを取り入れて検討を進めていく必要がある。 

第二小学校は区域の中央部にあり住民が集まりやすい場所だが、安全上（セキュリティ）

の問題、余裕教室がないことから、校舎施設を活用した拠点施設の整備は難しい。校舎

外の敷地に別棟を建設するには多額の整備費用が発生する。 

１）コスト削減→市の機能を縮小 

①図書室・児童ルーム、出張所機能の廃止 

②施設の管理運営業務は市が継続。まちづくり協議会設立後は指定管理者に委託。 

２）有効活用→諸施設の再配置 

①地域住民の活動拠点として 

②工業団地内の企業の利活用の拠点として 

③地区社会福祉協議会やまちづくり協議会の事務所機能 

  未利用の食堂スペースの有効活用 

白井第二小学校の地域拠点としての在り方及び公民センターの拠点機能としての 

今後の在り方検討に関する報告書＜要約＞ 

令和２年１０月２１日 行政経営戦略会議 報告資料 市民活動支援課 



























 

 

 

 

主催：公共施設マネジメント課  

開催日時・参加者：令和 2 年 8 月 8 日（土）9 名（傍聴 1 名）  8 月 22 日（土） 7 名（傍聴 3 名） 

場所：白井市役所 東庁舎 1 階会議室 101 

出席職員：公共施設マネジメント課職員、市民活動支援課職員［松岡課長・高橋］ 

「市全体の公共施設の現状等」の説明（公共施設マネジメント課）、「白井第二小学校の地域拠点とし

ての在り方及び公民センターの拠点機能としての今後の在り方検討に関する報告書」の説明（市民

活動支援課）を経たのち、各回とも３０分程度ずつワークショップ形式で意見交換を行った。 

 

公民センター及び第二小学校の地域拠点のあり方についての意見（要約） 

１．公民センターを立地条件に即した施設として工業団地企業をメインとし、地域も利用できる施

設として活用すべき。 

・公民センターは白井工業団地内にあり、工業団地内の企業の支援を目的とした施設を改築し

たもので、一般市民の利用率が低いことは仕方ない。企業の利用は多く、立地諸条件に即し

た公共施設にすることが望ましい。 

・公民センターは工業団地企業をメインとし、白井第二小学校は地域住民のコミュニティ拠点と

して利活用しては。 

・集会所が無い自治会もあり、自治会の会議のために会議室は残してほしい。近隣自治会の意

見を反映してもらいたい。 

・公民センターはアクセスが不便で駐車場が狭いため、近くに駐車スペースを確保する必要が

ある。 

・公民センターの名称を「産業会館」や「産業振興センター」等に改称し、運営を工業団地協議

会が受託できれば、市の経費削減や施設の有効活用、地域の活性化につながる。 

２．利用率の低い部屋は他に改修し有効活用させるべき。 

・和室を会議室に、食堂スペースを講習会やセミナー（４０～５０人入れる）ができるスペースに、企

業が展示会を開けるスペースに、３０人～４０人規模の会議ができるスペースを。 

・施設改修の具体的内容については、地域（自治会）の意見を出し合いながら、どう利用し活用

していくか決めていけたらいい。 

３．地域住民のコミュニティ拠点は第二小学校の方が活用しやすいのでは。 

・地域や学校との連携の視点から、児童ルーム、図書室、地区社会福祉協議会の事務所は、

白井第二小学校へ。 

・第二小学校を地域拠点とする場合、不特定多数の市民が出入りすることから、防犯上の安全

対策を講じる必要がある。 

 

 

公共施設の最適配置等に関する意見交換会（白井第一、第二小学校区）における 

公民センター及び第二小学校区の地域拠点のあり方についての意見（要約）について 

令和２年１０月２１日 行政経営戦略会議 報告資料 市民活動支援課 


